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り出しにおけるきめ細かいサポートやその後の販路の確保
が、組合にとって安心して栽培に専念できる環境を創出し、
経営を着実に向上させることにつながった。

　現在の労働力は構成員が16人で、平均年齢は67.4歳。
役員を除く常時雇用は4人で、パートが 13 人。主要作
物は水稲、大豆の他に、ネギ、タマネギ、ミニトマト「アンジェ
レ」、結球レタス、サニーレタス、グリーンカールなどとなっ
ている。平成 29 年度は水稲 66.3ha、大豆 50a、露地野
菜 13.5ha、施設野菜 37aを栽培した。
　水稲は「ひとめぼれ」と「まなむすめ」の2品種。「ひ
とめぼれ」は移植栽培 32.3haの他に、15haを鉄コーティ
ング湛水直播で作付けした。「まなむすめ」は移植栽培
12.7ha、乾田直播 6.3ha。区画の大きい圃場の特徴を生
かして計画的に移植と直播を併用し、コスト削減とともに省
力化や効率化を図っている。特に乾田直播は移植より収
量が多い傾向にもある。浮いた労働力は経営安定化に向
けてさらに面積を伸ばしたいと考えている園芸部門に振り
向けることが可能となることから、将来的には水稲面積の
半分を乾田直播にしたい考えだ。
　水稲はきめ細かい栽培管理や各種機械の活用で、収
量においても県平均と遜色ないほどに向上し、安定もして
きている。栽培別の10a 当たりの収量は移植栽培が 490

一本立ちで栽培している。そこでブランド化では栽培面の
工夫で柔らかさや甘さを実現する一方で、形状が異なる
ことから従来の価値に地区という自分たちらしさをプラスし、
「仙台井土ねぎ」としてPRしている。
　チラシは、震災後も変わらずあり続ける地域の豊かな自
然の中で育まれた、新たなネギであることを物語風にＰＲす
ることで、農業の再生へ元気に歩む地区も発信している。
消費者との接点を増やすために、たれやポタージュなどの
加工品を作っており、毎年すぐに品切
れになるほど固定客をつかんでいる。
親しみやすいよう独自のキャラクターも
作った。ネギはグローバルＧＡＰを取得
し、食の安全・安心、環境保全面で
の信頼性の確保や国際的な市場の
広がりを持たせたが、当初の目的は
認知度を高めるためだったという。
　そうした消費者目線のマーケティン

グの成果が表れているのが毎年 12月に開催する「ねぎま
つり」だ。700円でネギの収穫体験や詰め放題が楽しめ
るのがイベントの目玉で、これまでに4回開いており仙台
市を中心に県外からも毎年約 3000 人が訪れる。最近はイ
ベントの開始から3～ 4時間で終了してしまうほどの人気
ぶりだ。
　宮城県の農業法人の動向について調査を続けている
東北大学大学院農学研究科の伊藤房雄教授は、「リピー
ターはネギそのもののファンというだけでなく、井土地区の

復興物語の支援者になっている」と話し、地域との関わり
の中で井土地区農業の将来の担い手が生まれる可能性
も指摘する。
　今後の課題は地区に、より一層のにぎわいを取り戻すこ
とだ。地区内の住宅は今でも9戸ほどで、組合の構成員
も全員が地区外から通う。大区画に整備された圃場の間
を真っすぐに伸びる農道からは、空が一段と高く感じられ
るほどだ。伊藤教授は後継世代の確保へ待遇面の向上
に向けたさらなる経営改善とともに、伝統食や伝統行事な
ど、「祭りに象徴される『コト』を、にぎわいを取り戻すきっ
かけにし、独自のコミュニティーづくりを目指すのも一つの
手段だろう」と指摘する。
　大友組合長は、「若い人たちが安心して働けるよりよい
環境づくりに努めたい。そして、組合が存続し続けること
をきっかけにして、井土地区に戻る人たちが少しでも増え
るようになれば復興が近づくと思う」と話す。今後も営農
を通じて地区の農と食の魅力を発信し、復興のシンボル的
な存在としての輝きを放っていきたい考えだ。

大杉 立 委員長

審査講評

　東日本大震災で壊滅的被害を受けた仙台市井土地区で、
15戸の農家が「マイナス」から農事組合法人を立ち上げ、現在
100ha規模の大規模水田経営を実現している。
　評価された第1点は、大震災からの農業復興の実を挙げたシ
ンボル的事例ということである。大震災後8年で、年間売上高
1.5億円に達している。その復興を支えたのは、15人の栽培農
家の「地域を守る」という熱い思いであり、農地を提供した他の
農家の信頼によるものであった。さまざまな支援を受けながらも、
主体的に取り組んで現在の収益性のある経営を実現してい
る。
　第2点は、復興後も持続できる農業経営を実現するために、
乾田直播を取り入れた大規模水稲栽培と園芸品目の導入を
図っていることである。移植と直播（乾田、湿田）のなかで、乾田
直播の収量性が高い。省力化で得られた労働力を園芸に投入
し、回復中の土壌で唯一栽培可能だったネギを「仙台井土ね
ぎ」としてブランド化している。
　第3点は、６次産業化と地域との交流である。「仙台井土ね
ぎだれ」は好評を博しており、仙台井土ねぎまつりでは約3000
人の来場者が集い、仙台井土ねぎオーナー制度への参加者も
増えている。全国ねぎサミットに毎年参加し、「甘いネギ」として
評判が高い。
　これらの井土生産組合の取り組みは、復興後の農地を復
元・大規模化し、水稲と園芸を組み合わせることで十分な農業
所得を得つつ、地域の土地利用型農業を守っている形であり、
震災復興のシンボル的事例、かつ、震災後の持続的農業のモ
デルとして高く評価できる。

㎏、鉄コーティング湛水直播 470㎏で、乾田直播に至って
は前年産より60㎏増収し540㎏だった。乾田直播は専用
機を導入しており、可変施肥ブロードキャスターを試験的
に使用した。収量コンバインデータによる圃場情報を生か
して自動可変施肥したことが増収につながった。
　園芸作物の主力はネギやタマネギで当初から加工業務
用向けを中心とし、機械化一貫作業体系で高品質・高
規格生産を実現している。ミニトマト「アンジェレ」は水稲
育苗に使っていたハウスを活用し、契約栽培している。「ア
ンジェレ」はＪＡ全農ブランドで、栽培システムも全農のトロ
箱養液栽培システム「うぃずＯｎｅ」を導入している。レタ
ス類などその他の野菜は年間を通した労働力の平準化や
需要動向を踏まえて導入し、経営の柱に育てている。
　営農面はＪＡのほかに、国や県の研究機関による支援
が大きい。各種農機の試験や情報通信技術（ICT）によ
る作業者・圃場・作物別の栽培内容の詳細な管理など、
あらゆる新技術の導入に積極的だ。たゆみない経営改善
が実を結び、年間売上高は約 1億 5000 万円をコンスタン
トにクリアし、平成 29 年末には設立から5年足らずで経
営基盤強化準備金を約 4000 万円積み立てるまでに成長
した。

　農産物のブランド化を通じた独自の販路確保や地域活
性化も組合の大きな特徴で、ネギは今や組合の代名詞的
な存在だ。栽培面積の半分を加工業務用に仕向けており、
実需者のニーズに対応しながら販路は県内の大手量販店
や食材の宅配業者、各種飲食店に広がっている。仙台
市内が中心の飲食店は料亭や居酒屋、ラーメン、そば、
うどんの各店など多彩で、供給先は同市の青果卸 3社を
通じて100 店舗に上るという。
　仙台地域のネギ栽培には、生育途中に一旦抜き取り、
再度斜めに植え付けて曲がって育つようにすることでネギ
がストレスを感じて柔らかさや甘さを増す「やとい」という
伝統技術がある。しかし、組合のネギは作業性を重視し、

一本立ちで栽培するネギ

収穫・袋詰めが人気のねぎまつり

乾田直播では25条で播種し、約8時間の稼働で8haにまき終える

斜め誘引で7月上旬～11月にかけて約
18段収穫し、10a当たり収量4～5tのミ
ニトマト
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3000人が訪れる「ねぎまつり」
地域も含めたブランド化がエンジンに
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専用機械導入で水稲直播を推進
野菜は加工業務用向けに重点

カ
エ
ル
の
い
ど
の
す
け



第
48
回
日
本
農
業
賞

T
o

p
 R

u
n

n
e

r
s

 o
f Ja

p
a

n
e

s
e

 A
g

r
ic

u
ltu

r
e

集
団
組
織
の
部

2524

品作り」を基本方針として部会の取り組みをスタート。だが、
長年染みついた手法はなかなか変えられず、クレームが
年々増加していった。
　さらに、平成 19 年には産地の存亡を脅かす事態に陥っ
た。加工期間中に温暖多湿な日が続いたため、果実表
面だけでなく、皮をはがすために針を刺した果実内部にも
カビが発生。甚大な減収と品質低下につながるだけでなく、
内部のカビに気付かず出荷した柿にクレームが相次いだ。
カビのクレーム件数は前年比 3 倍の 483 件にまで急増し、
消費者からの信頼を失う危機に直面。「このままでは産地
が存続できない」と部会全体で対策を検討し、従来の「針
式皮むき機」から果実に針を刺さないで剥皮する「吸引
式皮むき機」への移行にかじを切った。
　もともと製造の難しさから、メーカーが吸引式皮むき機の
開発に難色を示していたが、JAと部会が「産地の危機
を乗り越えるには、どうしても必要」と説得して、共同で
開発。翌年の平成 20 年には試験機 3 台が出来上がり、
良好な結果が得られたため、2000 戸を超す全部会員が
新たな機械を導入することを決めた。
　多くの部会員が産地存続のために賛同したものの、一
部の農家が「うちの柿にはカビはない」「高齢でいつまで
続けるか分からないのに、こんな高額な機械は導入できな
い」と反発。1 台 200 万円と、小規模農家にとっては 1
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Runners of Japanese Agriculture大賞

　一口大で食べやすい鮮やかなあめ色の果肉を、きめ細
かな白い粉が覆い、口に入れるとねっとりとした食感とくどく
ない上品な甘味が広がる。高級和菓子にも位置付けられ
る「市田柿」は、干し柿のトップブランドとして全国の消
費者を魅了している。
　江戸時代から囲炉裏端で焼いて渋を抜いて食べる「焼
柿」として親しまれ、1921 年に市田村青年団が優良品種
を選抜して「市田柿」として改称。中央市場への出荷
が始まった。当時の主要産業だった養蚕が衰退するにつ

 
　「市田柿」の今の発展を支えるのは、100 年前に行わ
れた品種統一という大事業だ。昔はそれぞれの村ごとに
品種が異なったが、中でも良い柿を生産していた市田村
の農家らが優良品種を選抜。その品種を村だけで栽培す
るのではなく地域に広めたことで、徐々に現在の品種に統
一された。常盤昌昭部会長（74）は「ブランドを確立で
きたのは、良い品種を囲い込まず、広げてくれた先人の
おかげだ」と話す。
　ただ、品種は同じでも、標高差など地域の栽培条件や
加工方法、食の安全に対する意識の違いから品質の差
が大きく、評価を下げる原因になっていた。部会発足を機
に格差是正を目指し、「地域ブランドの確立と信頼ある商

れて飯田市・下伊那地方で栽培面積が増加し、昭和 26
年に硫黄燻蒸法が確立され市場流通が拡大。平成 10
年に発足したみなみ信州農業協同組合柿部会がブランド
力向上に取り組み、急成長した。
　現在、同部会では 271ha（平成 29 年）を栽培し、出
荷量は 1500t に達する。市場シェア率は関東、中京、関
西の各市場で 20%を超える。多くの農家が、果樹や野
菜など他の品目との複合経営で、冬場の貴重な収入源と
して農家経営を支えている。

2000人超の部会員が一致団結	

産地の誇りかけ、品質管理徹底
危機乗り越え、「市田柿」の
ブランド確立

高級和菓子のような干し柿
トップブランドに成長

クレーム多く産地存亡に黄信号
信頼獲得へ部会員全戸で機械導入

JA 本所のある長野県飯田市など県南部の1
市3町10村からなる。面積は大阪府より広いが、
南アルプスや中央アルプスが連なり、87％を山
林が占める。年平均気温は12.8度で降雪量は
少ないものの、四季がはっきりしており、一日
の気温差が大きい。桃や梨、リンゴなどの果樹
や、アスパラガスや白ネギなどの野菜に加え、

JAみなみ信州

長野県

　長野県のみなみ信州農業協同組合柿部会は、地域特産の
「市田柿」のブランドを、全国に確立した。1市 3町 4村に
2060 人の部会員を擁する大所帯でありながら、原料柿
の品種から収穫時期、加工方法まで統一。厳しい品質
管理基準を徹底して、品質を高位平準化した。県内で
初めて地理的表示保護制度（GI）にも登録され、アジ
ア各国への輸出や若者の消費拡大にも挑戦する。

長野県飯田市

部会長 常盤 昌昭さん

ときわ まさあき

みなみ信州農業協同組合 柿部会

ダリアをはじめとする花きやキノコなど、さまざ
まな品目が栽培されている。

さまざまなパッケージの市田柿
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【組織機構図】

ま
つ
か
わ
支
部

183
人

高
森
支
部

374
人

み
さ
と
支
部

386
人

座
光
寺
支
部

120
人

上
郷
支
部

89
人

飯
田
支
部

71
人

鼎･

松
尾
支
部

86
人

伊
賀
良･
山
本
支
部

249
人

三
穂
支
部

106
人

竜
西
支
部

50
人

久
堅
支
部

96
人

竜
東
支
部

79
人

阿
智
支
部

58
人

み
な
み
支
部

113
人

JAみなみ信州

JAみなみ信州
果実連絡協議会

JAみなみ信州
果実連絡協議会役員会

JAみなみ信州
柿部会役員会JAみなみ信州柿部会

（支部組織 14支部 2,060人）
針式皮むき機㊧から全自動吸引式皮むき機に移行
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年分の売り上げ以上の金額を費やすことになるため、部
会員全戸の移行は困難と思われた。そこで、部会役員ら
が支部ごとの説明会などで粘り強く説得を続けた他、制
度資金の活用や JA 拠点施設への皮むき機の設置など全
戸が移行できる体制づくりに注力。併せて、ヘタ取りと皮
むきというこれまで別機械で行う必要があった 2 つの作業
が 1 台ででき、効率化できる「全自動吸引式皮むき機」
をメーカーに開発してもらうことで、推進を図った。その結
果、平成 26 年までに、部会全体の 1 年分の販売高に匹
敵する23億円をかけ、全戸で移行を完了。カビによるクレー
ムは次第に減少し、同年には 99 件、平成 29 年には 40
件と10 分の 1 以下に激減した。
　常盤部会長は「当初は部会員が減ってしまうのではな
いかと心配したが、みんなが産地に誇りを持ち、危機感を
共有していた。7 年ほど移行期間を設け、根気強く説明
することで全戸移行できた」と振り返る。

　栽培技術や品質管理の統一による品質の改善も進め
た。JA は平成 20 年に専門部署の柿課を設置し、技術
指導を徹底。各支所の営農担当者と協力して全生産者
を把握し、部会の活動をサポートしている。
　昭和初期に植栽された柿の樹は、放任されて喬木化し
て作業性が悪く、隔年結果が発生したり、病害虫が発生
したりしていた。そこで、部会は JA や県農業改良普及

ができない高齢者から原料柿を買い取って加工する他、
手が回らなくなった柿園の管理や遊休農地への新植も行
い、その農地で就農希望者の研修を受け入れている。
都市部でのイベントに積極的に参加して「市田柿」を紹
介し、就農希望者を勧誘するなどし、年々県内外からの
新規就農者が増加。平成 26 年度以降は新たな柿栽培
者が毎年10人を超え、平成29年度には22人が就農した。
現在は 22haを管理し、5 人の研修生を受け入れている。

 

　品質の改善と統一をブランド力向上に生かそうと、平成
18 年には地域団体商標に申請し、登録された。中国産
の模倣品が出回っていたことから、輸出も視野に香港や
台湾でも商標登録を行った。平成 28 年に長野県で初め
て地理的表示保護制度（GI）に登録され、海外進出の
足掛かりをつくった。平成 29 年にはアジアへの輸出で販
売高の 4％に当たる8000 万円を売り上げた。柿課の原田
幸浩課長は「国内では主に年末商材としてとらえられてい
るため、価格が下がる正月明けに海外に輸出することで、
出荷期間を通して安定した価格で販売していきたい」と
意気込む。
　また、今後直面する課題への対応も進めている。若年
層の消費拡大だ。部会が行った「市田柿」の認知度、

消費に関する実態調査によると、10 ～ 20 代の認知度は
１割未満で、干し柿をほとんど購入しないことが分かった。
そこで、さまざまな栄養価を豊富に含む「市田柿」を、
美容や健康に関心の高い若い女性に売り込もうと、有名
女性誌とタイアップ。美容誌では栄養成分と美容に関する
記事を、ファッション誌では専属モデルによる産地訪問の
記事を掲載し、PRした。掲載だけでなく、読者を招いた
モデルとのトークショーや、若者向けアレンジ料理の試食会
を行い、SNS に発信してもらうことで、若者への情報発信
を図っている。
　さらなる品質やブランド力の向上を進めながら、輸出の
強化でさらに価格や販売高を安定させ、若者らの消費拡
大にも取り組んでいきたい考え。常盤部会長は「部会員
一人一人が技術向上に取り組み、JA や行政と連携を密
にすることで、高齢化や若者の消費減少といった課題を
克服していきたい。中山間地の農業や地域の維持にもつ
ながる、伝統的なドライフルーツとして世界に売り込んでい
きたい」と抱負を語る。

大杉 立 委員長

審査講評

　飯田市を中心とする地域で2000人を超える部会員を擁
する大組織であり、地域特産の「市田柿」を年間1500ｔ生産
し、20億円の販売額を誇っている。
　評価された第1点は、高品質「市田柿」の生産と加工に対
する地域一丸となった取り組みである。「市田柿」は高齢者、
女性を含む多数の部会員が標高の異なる中山間地で生産し
ており、その品質を統一することは容易ではない。部会では、
高齢者向けの低樹高仕立ての普及（現在60％の園地が採
用）、病虫害防除の徹底や熟度調査により生産量を確保し
ている。加工面では、「市田柿衛生管理マニュアル」の配布
と加工前の全加工施設チェックで、生産者に対して「市田
柿」が加工食品であるという意識改革を行った。また、吸引式
皮むき機の全戸導入や検品を１カ所で実施することで品質・
安全性の統一を図っている。
　第2点は、海外も含めたブランド維持のための取り組みであ
る。中国からの模倣品の輸入が増加したため、国内では長野
県第1号となる「地域団体登録商標」を取得し、香港、台湾な
ど海外でも商標登録を行った。併せて、地理的表示保護制
度（GI）に長野県初の登録をし、国による保護を受けることに
なった。また、若者の「市田柿」認知度の低さ、購買の少なさ
を改善するため、女性誌とタイアップしてPRに努めている。
　このような当部会の取り組みは、担い手が減っていく中山
間地における複合経営において、高齢者、女性でも長年にわ
たって生きがいを持って取り組める農業モデルを提供してお
り、高く評価できる。

センターと協力し、地上に立ったまま8 割の作業が可能な
「低樹高仕立て」へ徐々に転換した。病害虫による品質
と収量への影響を最小限に抑えるため、安全で効率的な
農薬使用を徹底しようと、毎年病害虫防除暦を作成。部
会員の園地に予察圃場を設置し、部会全員が導入する
FAX で結果を提供することで、被害軽減につなげている。
　高品質干し柿生産の基本は適期適熟収穫だが、標高
によって収穫時期が異なるため、同年から標高別熟度調
査を実施し、収穫開始日も統一した。標高別 9カ所に調
査園地を設定し、同センターとともに収穫予定時期の 1カ
月前から熟度調査を毎週実施。収穫開始日目安を全部会
員に周知し、未熟収穫から発生する渋味果の削減にも取
り組んだ結果、渋味果のクレームも激減した。
　また、加工食品としての意識を徹底するため、「市田柿
衛生管理マニュアル」を策定した。加工技術は農家ごと
に伝承されてきた技があったが、衛生的な環境下での生
産を徹底するため、部会役員とJA 職員が加工開始前に、
全戸を訪問してマニュアルを満たしているかを確認。不備
があった場合は改善指示をし、後日再度訪問して再確認
を行っている。この確認に合格しなければ加工・出荷する
ことができない厳しいルールを設け、さらに毎日の作業にお
ける衛生管理ポイントや加工履歴の記帳も行い、出荷前
に JA が履歴と製品サンプルを厳しくチェックする。
　JA は安全安心な「市田柿」の出荷のため、個人でパッ
ケージして出荷する生産者からの干し柿についても全品
検査を実施。平成 25 年からは 1カ所で検品し、品質規
格の統一を実現した。価格が安定し、販売高は平成 28
年には 26 億円を超えた。
  

　品質改善と同時に重要課題だったのが、半数が 70 歳
を超える部会員の負担軽減と、新規栽培者の確保による
生産力の維持だった。そこで、平成 15 年、共同利用施
設に干し柿を部会員からバラの状態で受け入れ、選果選
別し、包装までを一貫して行う「柿の里」事業をスタート。
共同利用施設の稼働で個人の負担が減ったことで、高齢
生産者でも生産継続が可能となり、生産者の規模拡大に
も貢献した。順調に受け入れ量が増えてきたため、平成
25 年には加工からパッケージまで可能な施設「市田柿工
房」を稼働し、外観センサーや金属探知機を導入。さら
なる品質規格の統一に取り組むとともに、量販店の要望に
応じたパッケージを可能にする大型自動計量包装機などを
導入し、有利販売につなげた。
　一方、生産者の高齢化によって遊休農地が増えてきた
ため、JAは平成 21 年、JA 出資による農業生産法人「（株）
市田柿本舗ぷらう」を設立。栽培はできても収穫や加工

栽培技術・品質管理統一
JAも専門部署・「柿課」設置で後押し

農家負担軽減で生産量維持
新規就農者も確保

GI獲得で輸出に挑戦
若者らの消費も喚起

普及を進める低樹高仕立て

「市田柿工房」での選果作業

市田柿のアレンジ料理を試食する女性誌の読者
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Runners of Japanese Agriculture大賞

　温暖な気象条件に恵まれる、長崎県・島原半島。水
稲やバレイショ、タマネギ、肉用牛、花きなど多様な農業
が営まれる中、急速に成長するブロッコリー生産を牽引し
ているのが、島原雲仙農協雲仙ブロッコリー部会だ。
　部会全体の栽培面積は 151.5ha、出荷量が 1372t（平
成 29 年）と、県内で随一の規模を誇る。定植は 8 月か
ら随時行い、収穫・出荷は 10 月から翌 6 月までの周年
収益の確保を実現。所属する51 人（平成 31 年 1月時点）
のうち、ブロッコリー専業で経営を成り立たせる部会員は

で 1 年間研修を積み、昭和 53
年に就農。最初に始めたのは、
ブロッコリーではなくキュウリ栽培
だった。その後、キュウリと並行
して 1.5ha ほどでブロッコリー栽
培に着手した。昭和 61 年には
20 代の若さで当時の野菜部会
部会長に任命されたが、部会の
人数は20人程度で規模も小さく、
部会の存続に不安を覚えながら
平成 8 年まで務めた。
　本多部会長がブロッコリー専
業に踏み切ったのは、平成 16
年に襲来した大型台風により、
主要作目のキュウリのハウスが倒壊したことがきっかけだっ
た。ハウスの再建を検討する中、大きく成長を続けていく
地域のブロッコリー生産者の姿が目にとまった。家族ととも
に悩み抜き、「自分もブロッコリー一筋でやってみよう」と
決断。被害に遭ったその年から作付け拡大を始め、現在
は 12ha でブロッコリーを栽培している。
　

　各戸の規模が大きくなると、収穫や個別で行っていた出
荷調製時間が生産者の大きな負担となった。当時は各家
庭で選別の上、冷蔵庫で保冷。集荷場に届けられたもの
から、抜き打ちで品質検査を行っていた。そこに大きな変
化をもたらしたのが、平成 23 年に導入された氷詰め低温
流通施設による、共同選果出荷体制の構築だ。出荷調
製作業の省力化と品質の均一・安定化を目的として、古く
なったミカンの選果場を再利用し、雲仙市愛野町に整備さ
れた。

26 人に上る。1 戸当たりの面積は約 3.3haと他産地と比較
しても大きく、部会員も年々増加し、成長を続けている。

　雲仙ブロッコリー部会は昭和 43 年に発足した蔬菜園芸
研究会、昭和 59 年に発足した野菜部会の活動を受け継
ぎ、平成 19 年に誕生した。
　昭和 47 年、初めて蔬菜園芸研究会でブロッコリーの試
作が開始されると、当時価格が低迷したバレイショからの
転作や、生産者の高齢化による軽量作物への転換の流
れを受け、生産者が増加した。しかし当時は手作業が中
心で、各戸で管理できる面積には限界があった。
　こうした中、平成 9 年に、部会員を中心として山田原
地区の約 100ha の大規模な基盤整備やかん水施設の整
備に着手。併せて、セル苗育苗と半自動移植機、成形
機などの機械化体系の確立を進めたことで、部会の作付
面積は一気に拡大した。平成 9 年当時 16ha だった面積
は、基盤整備が完了する平成 21 年には 98ha にまで成長
した。
　部会長の本多幸成さん（60）は、「決して順風満帆で
はなかった」と当時を振り返る。福岡県の施設園芸農家

　施設の建設や製氷機の導入には大きなコストがかかる。
当時副部会長を務めていた本多さんを含め、部会の 3 役
員はＪＡ・メーカーとともに他県の導入事例を視察した。検
討には時間がかかったが、県の農業振興局の後押しもあ
り、ＪＡとともに「今しかない」と導入を決断した。
　ＪＡ職員や女性のパート職員が選果・発泡スチロールへ
の箱詰め作業を行い、製氷機ラインで氷を入れる。導入
直後は、希望する部会員だけが利用する手挙げ方式を

部会員一丸で栽培環境を整備

氷詰め出荷で高品質届ける
若手後継者が
参入しやすい環境へ

周年出荷体系を確立
ブロッコリー専業も多数

生産の課題と需要に応え
着実に生産規模拡大

島原半島の島原市、雲仙
市、南島原市を管内とする。年
平均気温は16℃、年間降水量
2000mm、年間日照時間 2200
時間と自然条件に恵まれ、耕地
面積は長崎県全体の 24％、農

JA島原雲仙
長崎県

　ブロッコリーの出荷量全国 7位の長崎県で、JA島原
雲仙の雲仙ブロッコリー部会は県全体出荷量の半分以上
の生産を担う。大規模な基盤整備や、作期の拡大、機
械の導入などにより、着実に生産規模を拡大。発泡スチ
ロール容器を使用した氷詰め出荷で高品質な商品を
消費者に届け、市場からの評価も高い。着実に成長
を続ける部会には、若手後継者も集まっている。

長崎県雲仙市

部会長 本多 幸成さん

ほんだ ゆきなり

島原雲仙農協 雲仙ブロッコリー部会

業粗生産額は40％を占める農業地帯。普賢岳（1359m）を中心とした
雲仙山系と、それに連なる東西約 24㎞、南北約 32㎞の緩やかな丘陵地
帯、および海岸沿いに広がる平野部からなる。

【組織機構図】（平成30年度現在）

連
携

支援

指導
事務対応

販売対応

JA島原雲仙
西部基幹営農センター

雲仙市
農林水産課

JA全農
ながさき

長崎県
島原振興局

情
報

8班（9人）
7班（6人）
6班（5人）
5班（5人）
4班（9人）
3班（6人）
2班（5人）
1班（6人）

JA島原雲仙
雲仙ブロッコリー部会（51戸）

要
望

推
進

役員（11人）

若手後継者会

【ブロッコリー栽培面積】

※全農ながさき実績より

平成27年
当部会実績
JA島原雲仙管内実績
長崎県実績※

136.9ha
149.4ha
279.2ha

146.4ha
169.0ha
296.3ha

151.5ha
201.9ha
335ha

平成28年 平成29年

【ブロッコリー出荷量】
平成27年

当部会実績
JA島原雲仙管内実績※
長崎県実績※

1,351t
1,588t
2,488t

1,364t
1,735t
2,425t

1,372t
1,774t
2,562t

平成28年 平成29年

雲
仙
ブ
ロ
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ー
部
会
の
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ん

氷詰め低温流通施設整備
高品質で消費者に安心届ける
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取っており、全量対応を想定したものではなかった。しかし、
品質の飛躍的な向上と、保冷・箱詰め作業の負担の軽
減が結果として表れ、導入 2 年目の平成 24 年には全部
会員が対応した。
　発泡スチロール容器を使用した氷詰めの出荷は全国的
にも少なく、高品質で安全な品物は市場から高い評価を
得ている。従来も鮮度保持フィルム等を活用し、関東など
遠距離市場に出荷していたが、5 月の連休を過ぎて気温
が高くなると、品質の劣化が指摘されていた。氷詰めに
より鮮度を保持し、他産地との差別化が図られるとともに、
北海道から東北など遠距離への出荷量も伸びた。
　平成 28 年には、ＪＡの所有する土地を利用し、雲仙市
吾妻町に総合集荷場を整備・再編した。集荷場は、圃
場の中心地に近く、輸送にかかる時間が大幅に短縮され
た。ここには、ＪＡと全農の支援を受け、最新の真空予冷
施設と製氷機を導入している。野菜表面の水分を蒸発さ
せ、短時間で冷却させる真空予冷の技術により、品質が
安定。管内の一元出荷と同機器を使用した品質管理を行
うことで、定時・定質・定量の出荷を実現した。ピーク時
には氷の製造が追いつかない時期もあり、平成 30 年度
には製氷機を追加で導入。現在は計 3 台が整備されて
いる。
　品質保持のため、圃場から集荷場までトラックの荷台に
断熱シートを掛けるなど、部会員の意識も高い。「氷詰め
によって安心と安全を消費者に提供できるようになった」と、

本多部会長は笑顔を浮かべる。こうした丁寧な取り組みに
より、平成 25 年には年間販売額 5 億円を、平成 29 年に
は 6 億円を突破した。

 
　安定した出荷で価格の乱高下を防ぎ、産地を維持拡
大するために、定例会や検討会を定期的に開き情報を共
有する。卸売市場や消費者のニーズを把握するために市
場視察も行い、販売実績や作付け・出荷計画も丁寧に検
討している。出荷時期の秋と春には、全員で出荷会議を
開く。
　農業関係者の期待を受けているのが、平成 23 年に発
足した「若手後継者会」だ。それまで、順調に作付面
積を広げていた部会だったが、成長は各部会員一人一
人の規模拡大によるところが大きく、部会員数の横ばいや
高齢化、後継者の不在など多くの課題も抱えていた。将
来にわたり産地の競争力を伸ばし、規模拡大を図るため
後継者の育成および新規会員の確保を目指して、会が発
足。活動内容は、大学や種苗メーカーなど外部講師によ
る勉強会や視察研修、技術研修など多岐にわたる。若
手部会員同士で部会の課題を見直し、品種比較試験や
病害防除試験、輪作体系構築のための他品目の栽培試

験などを自主的に実施。産地の成長に貢献している。また、
若手後継者同士の交流の場にもなっており、部会に活気
があふれる理由の一つだ。平成 30 年現在、会員は24 名、
平均年齢は 34.5 歳と若い。
　また、平成 27 年に長崎県が創設した「受入団体登録
制度」も活用している。就農希望者が、就農前に産地
や部会、法人などで研修や情報提供を受け、円滑に就
農できるよう整備された制度だ。これまでに、部会として 3
人の技術習得研修生を受け入れた。研修生は部会内の
トップレベルの生産者のもとで研修を行い、就農を目指す。
3 年前に本多部会長が受け入れた研修生は、独立して
部会に加入し、現在は若手後継者会の役員として活躍し
ている。
　本多部会長は、若手後継者の活躍について「この部
会で一番自慢できることだ」と目を細め、後継者を集める
には「親の世代が、農業で利益を上げている様子を見せ
ることが何より大切」と話す。本多部会長の長男も農業
高校に通い、後継ぎとして就農した。一度は福岡の企業
に勤めた次男も、今は地元に戻りブロッコリーを生産してい
る。7 年前、仕事に悩んでいる様子の次男に「兄ちゃん
と一緒に、百姓しよう」と声を掛けた。今は家族で農業
ができる喜びを感じ、法人化も視野に入れている。

　「『ブロッコリー部会が“キラキラ”してる』と言って、全
く新しい人が部会に入ってきてくれる」と話すＪＡ島原雲
仙営農部の田中慶輔さん（34）は、自身も部会に所属する、
若きブロッコリー生産者だ。生産の現場をよく知るＪＡ職員
がいることで、ＪＡに対する部会員からの信頼も厚くなる。
　ＪＡだけでなく、県や市も協力的で、部会に対し親身に
なって、次の段階への提案を持ちかける。部会から要望
を出すこともあるが、まさにＪＡ・行政とは“三位一体”の
協力関係を構築しているという。
　部会では、現在も新たな土地の基盤整備を進めている。
続 と々集まる意欲ある若手後継者に対して、土地の供給

が足りていないのが現状だ。また、生産者にとって負担の
大きい農薬散布作業の省力化のため、ドローンの導入を
目指して働き掛けを進めている。本多部会長は「ブロッコ
リーを作りやすい環境づくりは、まだまだ道半ば。できるこ
とをやって、次の世代にバトンを渡したい」と、さらなる部
会の成長を目指す。

大杉 立 委員長

審査講評

　51人が所属するブロッコリー生産部会で長崎県の半分以上
を生産している。平成29年度では、栽培面積151ha（1戸当た
り約3.3ha）、販売額6.4億円に達している。
　評価された第1点は、ブロッコリー生産の規模拡大の取り組
みである。大規模区画とかん水施設の整備により早植えの８月
定植が可能となり、また、品種・作型の検討による技術革新と
機械化体系の確立で6つの作型をつなげた10月下旬〜6月ま
での長期出荷体制が確立し、栽培面積が拡大した。現在、専
業農家は51人中26人であり、10ha以上の農家は4人である。
　第2点は、ブロッコリーの品質向上と市場拡大の取り組みで
ある。集荷場整備による共同選果体制の構築と氷詰め低温
流通施設の整備で品質を長期に安定化させることができ、これ
までの西日本中心から関東（55％）、東北、北海道にまで市場
が広がっている。
　第3点は、部会員の結束の強さと若手の積極的な取り組み、
並びに次世代の人材育成の取り組みである。部会員の資格は
定例会や研修会等への出席率が70％と厳しい。「若手後継
者会」は若手農業者の受け皿と後継者育成の場で、外部講
師による勉強会、品種比較試験などを積極的に実施し、部会
の活性化に貢献している。また、就農希望者の研修にも力を入
れ、これらの取り組みの結果として、部会員数は38人（平成26
年）から51人（平成３０年）に増加した。
　このような本部会の取り組みは、消費が伸びているブロッコ
リーの生産拡大と高品質化による先導的産地育成のモデルと
して高く評価できる。

活発な部会活動
若手育成に向けて環境づくり

ＪＡ・行政と三位一体
さらなる成長へ向けて

【部会員数の増加】
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持ち込まれたコンテナのまま真空予冷する

平成２９年に完成した総合集荷場（雲仙市吾妻町）発泡スチロール容器の中に氷を入れる

氷詰めライン



第
48
回
日
本
農
業
賞

T
o

p
 R

u
n

n
e

r
s

 o
f Ja

p
a

n
e

s
e

 A
g

r
ic

u
ltu

r
e

集
団
組
織
の
部

3332

　「おいしい。でも人気が出ないのはＰＲ不足ではないか」。
青年部員の頃から大久保部会長が頭を悩ませていたこと
だ。おいしさを分かってもらうには、まず食べてもらわなけ
れば始まらない。そのために、時期を見定め戦略的に販
売する。その思いを形にしたのが「こだますいかの日」だ。
毎年「立夏」の日を記念日登録した。
　部会長自らも地元のスーパーに立つなど、トップセールス
を行い、地元メディアなどさまざまな媒体へ積極的に PRし
た。取り組みが実り、販売額は9億6000万円まで回復した。

　Ｖ字回復を果たした産地の次の目標は「栽培管
理の簡素化に取り組み、新規就農の参入障壁を低
くする」こと。 家 族 経 営 が 雇 用を生み出す 動きに
目を向ける。 生 産 技 術 委 員 会の栗 原 宏 明 委 員 長
は「 百 聞は一 見にしかず。 委員長として新たな栽
培 技 術に積 極 的に取り組 み、 部 会 員 が 新たな技
術導入へ一歩踏み出しやすくする環境をつくっていきたい」
と力を込める。大久保部会長は自身の学生寮での出来事
を振り返りながら「こだま西瓜を『おいしい』と頬張って
いた友人の笑顔が原点。これからも作ったものに自信を持
ち続け、産地を盛り上げていきたい」と抱負を語った。

　JA 北つくばこだま西瓜部会は、平成 5 年のＪＡ北つく
ば発足を契機に設立された「紅こだま西瓜生産部会連
絡協議会」が始まり。現在、部会員は 160 人。管内 2
地区に合わせて 5 つの支部があり、生産技術委員会・
検査委員会・流通対策委員会を組織する。ＪＡ北つくば
東部営農経済センターや茨城県筑西地域農業改良普及
センターなどと連携しながら育種や技術指導、販売強化な
ど生産者にとって役に立つ情報を部会内へ発信している。
　こだま西瓜はパイプハウスで栽培され、収穫時期は 3 月

の収量では劣る。部会員からは「スウィートは 2 番果の着
果率がサマーの半分。10a 当たりの売値を倍にしてもらわ
ないと経営が成り立たない」との不安の声が上がった。

　「スウィートキッズ」の出荷を安定させるにはどうするか。
生産技術委員会が筑西地域農業改良普及センターと共
同試験を繰り返すこと3 年。同品種に合った台木「つわ
もの」を選定し、長期安定出荷技術を確立した。
　選果基準を大幅に見直し、検査基準を厳格化した。
最上位の「秀品」等級割合は減少したものの、中位等
級の「優・良品」品質が向上。部会の品質への信頼度
が上がった。目標の販売単価 1 箱 2000 円を平成 26 年
に達成し、現在は 1 箱 2565 円にまで V 字回復した。
　懸念されていた2番果の着果率については2年目以降、
部会員同士で情報を共有。追肥の時期など技術管理に
気をつけることで、課題を乗り越えた。
　「個は素晴らしくても、『産地の知名度』にはつながら
ない。農業は団体戦だ」と大久保修一部会長（56）は
力を込める。生産者にも産地としての団結意識が芽生え、
導入当初には総生産量の 1 割程度しか占めていなかった

「スウィートキッズ」は現在 7 割を超え、広がっている。

から8 月いっぱい。「旬を先取りするぜいたく品」として珍
重されてきた。しかし、大玉スイカの規格外品ととらえる消
費者の認識違いや、ハウス内に何重にも小トンネルを展張
して温度管理をする栽培の手間が課題だった。さらに 2
番果の収量・品質のばらつきも多かった。
　平成 11 年までは 1 箱（8㎏）1900 円台を維持してい
た平均単価は、平成 18 年には 1 箱１653 円にまで大きく
低下し、販売額も当初の 12 億円から6 億 8000 万円へと
激減。販売の低迷期を迎えた。

 

　年間販売高の低下の原因の一つは 2 番果の販売単価
の急激な下落。当時の主力品種「サマーキッズ」は 1
番果の収量は上がりやすい反面、2 番果の糖度にばらつ
きが出てしまい、出荷後に裂果しやすいなど果実品質に
満足のいくものではなかった。
　転機は平成 24 年に訪れた。部会内に組織する生産技
術委員会が「スウィートキッズ」を部会奨励品種として採用。
食味はもちろん、シーズンを通して果実品質が安定する品
種として、課題解決の期待が高まった。
　しかし「スウィートキッズ」は 2 番果の着果率や 1 番果

消費者に選ばれるこだま西瓜産地を目指して

農業は団体戦
全国トップの販売額へ
Ｖ字回復

全国トップの産地
販売に苦戦

新品種導入を決意
部会員からは不安の声も

農業＝団体戦
栽培技術・出荷規格見直し周知

ＰＲ活動を強化
販売額返り咲きへ

歴史を紡ぐ
新規就農しやすい環境へ

茨城県の南西部に位置し、筑西市、桜川
市、結城市が管内。東京から60 ～ 80km
圏内にあり、東部は筑波研究学園都市、北
部は栃木県に接する総面積451㎢の広大な
田園地帯。大消費地に近い地の利を生かして、
首都圏の生鮮野菜の供給地としての役割を

ＪＡ北つくば

茨城県

　こだま西瓜（すいか）で全国トップの栽培面積・生産
者数・販売額を誇るＪＡ北つくばこだま西瓜部会。一時期、
大幅な販売額の落ち込みに直面したが、出荷規格の厳
格化や新たな栽培品種の導入などを進めた結果、平均
単価の向上、シーズンを通した品質の安定で低迷期を脱
出。産地としての地位を確かなものにしている。

茨城県筑西市・桜川市

部会長 大久保 修一さん
おおくぼ しゅういち

JA北つくば 
こだま西瓜部会

果たしている。管内は太平洋側の気候のため、温暖で豊富な水量を誇る。
特に冬場の日照が多く積雪が少ないことから、ハウス栽培に取り組む生産
者が多い。

J
A
北
つ
く
ば
こ
だ
ま
西
瓜
部
会
の
部
会
員

栗
原
生
産
技
術
委
員
長
が
生
育
状
況
を
確
認

【JA北つくばこだま西瓜部会の組織構成（平成３０年９月現在）】

JA北つくばこだま西瓜部会

協和支部 79人
明野支部 9人
関城支部 8人

筑西市

大和支部 19人

流通対策
委員会

検査
委員会

生産技術
委員会

通販
研究会

県西農林事務所
経営・普及部門

真壁支部 45人

桜川市

JA北つくば
東部営農経済センター連絡

調整

販売
対応

集出荷所（4か所）

出荷組織を超えた
産地問題解決

技術試験

協和・真壁・明野・関城

こだまスイカ地域活性化
連絡協議会
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 　「果樹栽培は常に 5 年先を考えろという大学の恩師の
言葉が、今思えばとても大切な教えでした」と河合さん
は振り返る。昭和 60 年に就農し、温州みかんの露地
栽培と稲作が柱だった従来の経営に温室みかん栽培を
導入。オレンジ自由化を控えた平成２年には、温室みか
んを規模拡大しつつ、当時は輸入シェア 97％だったレモ
ンの試験栽培を始めた。
　平成５年には、２ａのハウスを新設して 100 本のレモ
ン苗木を導入。輸入かんきつ類のポストハーベスト問題

ＪＡＳ認証で認められている農薬さえ使用しない完全無
農薬レモン栽培技術を確立。平成 8 年に販売にこぎ着
けた。
　平成 10 年には、JA・市場経由で都内高級青果店
への高価格販売を実現した。ところが、販売が軌道に
乗り、新たに 500 本の苗木を導入してハウスを 9ａに拡
大した平成 12 年、突然、販売店から契約価格を半値
に引き下げると通告された。ちょうど国産レモンの生産量
が増加し始めた時期。上京して店に直接説明を求めると

「他の国産エコ・レモンとの違いが分からない」と言わ
れ、衝撃を受けた。生産量が増えれば値下げ交渉が
始まる。いくら良いものを作っても、生産者の思いを伝え
る努力をしなければ売れないと初めて気がついた。

　レモンの背後にある栽培方法や生産者の思いを伝え
るには、既存流通とは異なる販路開拓が必要と考え、ネッ
ト販売にかじを切った。初めてパソコンを購入。パソコ
ン雑誌で独学し、翌平成 13 年にはホームページを立ち

上げた。果樹園の様子を毎日更新し、読者に伝わる発
信方法の工夫を重ねた。
　河合さんは「農作業にパソコンの仕事が加わり、それ
までの 3 倍は忙しくなった」と笑うが、イベントや地元テ

が表面化したのを機に化学合成農薬の使用に疑問を持
ち、慣行栽培から減農薬栽培へ、さらに完全無農薬栽
培を目指し、探究を続けた。病害虫に悩まされながらも、
肥料のコントロールが比較的容易なボックス栽培（70ℓ鉢）
に活路を求め、土着の天敵昆虫を妻の美奈子さん（52）
と夫婦で捕獲してハウスに投入。試行錯誤の末、有機

レビ・新聞などの取材は、どんなに忙しいときも断らず、
積極的な露出を心掛けた。「レモンライフ研究家」を名
乗り、レモンの食べ方の発信にも力を注いだ。
　地道な努力の結果、食の安全性に関心の高い首都
圏の消費者を中心に顧客が徐々に増加。平成 18 年に、
温室みかん 10ａを無農薬レモンに改植した。平成 21 年
には、市場から消えかけていた品種「レモネーディア」
に注目。「酸度が通常品種の 5 分の 1と低い一方で、
香り成分のリモネンは数倍高い。レモンの新たな可能性
を引き出してくれる食材」と栽培を本格化した。
　平成 23 年、無農薬レモンを冷凍して皮ごとすりおろ
す調理法がＮＨＫの人気番組で取り上げられ、「豊橋方
式」として全国に反響が広がった。顧客管理と商品発
送は、美奈子さんが一手に担い、夫婦二人三脚で一
気に広がった販路への安定供給体制を築いた。

　平成 20 年には、地元ホテルや食品加工業者と連携
し、無農薬レモンを使った商品を「初恋レモン」の統一
ブランドで開発・販売する「初恋レモンプロジェクト」が
始まった。きっかけは、平成 18 年、市内の授産施設ラ・
バルカが、「無農薬レモンの皮を使ったレモンパンを作り
たい」と相談に訪れたことだった。それまで、レモンの
顧客は首都圏が中心だったが、改めて豊橋市について

農・商工・消費の枠を超えて地域連携

無農薬レモンを起点に 
 “つながる農業”で
地域活性化目指す

完全無農薬栽培に挑戦
試行錯誤重ね技術確立

消費者に直接思いを伝える
ネット直販に転換

「初恋レモンプロジェクト」で
市内事業者と商品を共同開発

愛知県南東部に位置する人口 37
万人の中核都市。三河港臨海部を中
心に自動車関連産業が集積する工業
地帯を抱える。農業では営利温室栽
培発祥の地とされ、昭和 43 年の豊
川用水完成以降、日本有数の園芸農
業地帯に発展。平成 29年市町村別

愛知県豊橋市

愛知県

　愛知県豊橋市の河合浩樹さん（56）は、自身が栽培
に成功した無農薬レモンを起点に、さまざまな業種と連携
して「初恋レモンプロジェクト」を始動。農商工連携で、
新たなイベントや多彩な加工品などを次 と々生み出してい
る。さらに消費者が農作業を体験する「ミカンオーナー
制度」や農業者組織「豊橋百儂人」の活動を通じ、消
費者と一体となって地域農業の活性化を進めている。

愛知県豊橋市

園主 河合 浩樹さん

かわい ひろき

河合果樹園

農業産出額は、キャベツ、大葉、花き、豚肉、うずらなどを中心に、約
458億円と全国第９位を誇る。

河合果樹園の初恋レモンレモネード

プロジェクト参加者らが集まる初恋会議

ボ
ッ
ク
ス
栽
培
で
生
産
す
る
完
全
無
農
薬
レ
モ
ン
の
圃
場

「初恋レモン餃子」と「初恋レモンケーキ」
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　「初恋レモン」ブランドを発信する共同イベントも実施。
詩人・高村光太郎の詩『レモン哀歌』にちなみ、光太
郎の妻・智恵子の命日10 月5日を「レモンの日」、島崎
藤村の詩『初恋』が発表された 10 月30日を「初恋の日」
と宣伝し、レモンの収穫が始まる 10 月は PR に力を入れ
る。
　プロジェクトメンバーでもある豊橋駅前のホテルアーク
リッシュ豊橋では、河合果樹園のレモンを使った料理フェ
アを開催。同時期に各メンバーの店舗でもレモンフェア
を開催した。今では「初恋レモン」商品が、豊橋の特
産品の一つとして知られるようになった。

　平成 21 年には、市内農業者 3 人と事務局 1 人で、「豊
橋百儂人」を立ち上げた。特定の品目の栽培に自信の

調べてみると、歴史も文化
も非常に奥が深いことが分
かった。足元の地域に根差
した活動で、豊橋全体を盛
り上げられないか考え始め
た。
　国産食材にこだわる餃子
メーカー、㈱さくら FOODS
の北澤晃浩社長は、「初
恋レモン餃子」を商品化し
た。北澤社長は「河合さ
んから提案されたときには
驚いたが、考えてみれば肉
とレモンは相性がいい。商
品化すると非常に評判がよ
く、以後、地元食材を使っ
た商品づくりが弊社のコン
セプトになりました」と話す。
　また、「初恋レモンケーキ」
などを商品化した、市内の
人気洋菓子店ベルカントの
パティシエ・高橋大介さん
も「地域にこんな農家の方
がいて、こんなレモンがある
とお客さまに伝えることで、
商品にも厚みが出る」と農
家との連携の効果を実感す
る。
　プロジェクト参加業者は、
現 在 15 社。 河 合 果 樹 園
の知名度が上がるにつれ
て参加業者が増加した。菓子・惣菜・ラーメン・ビール
など、開発商品は実に多様だが、共通点は添加物を
使用しない加工品であること。河合果樹園も、レモン果
汁やレモネードを「初恋レモン」ブランドとして販売して
いる。

ある意欲の高い農業者が対象だ。入会した農業者は、
「自分の力で発信」「先人や後進に恥じない生き方」「消
費者との交流」の 3 テーマ 170 項目を超える評価基準
をもとに、約 60 人の消費者サポーターと事務局の評価
を受ける。
　年 2 回、消費者サポーターとの懇親会が開催される
ほか、年 1 回「百儂人まつり」も実施する。現在、会
員農業者は 17 人。消費者サポーターとの交流を通じて、
自らの農業の魅力の発信や、新たな商品開発に取り組
む動きが生まれた。一方、消費者の地元農業理解も広
がり、双方向で刺激し合い支え合う関係が生まれている。
　入会 4 年目の“竜

アス

髭
パ

菜
ラ

儂人”、北河芳泰さんは、「マ
ニュアルどおりに現場を回しているだけでは農業では生き
ていけないことを学びました。河合果樹園は、その努力
が風景になっている。農家だから見れば分かります」と
話す。
　現在「豊橋百儂人」代表の“鑑賞鉢花儂人”の中
村孝康さんは、河合さんを「自分の知識を惜しみなく出
し、地域を盛り上げようとしている、仲間であり目標でも
ある存在」と評価する。

　現在、河合果樹園の経営面積は、ハウス温州みか
ん 25ａ、露地温州みかん 170ａ、無農薬レモン 35ａ、
無肥料無農薬レモン10ａ、無農薬野菜 10ａ。みかんと
レモンを組み合わせ、周年出荷体制を築いている。
　実は、初恋レモンプロジェクトより一足早く、温州みか

ん園でも、消費者との連携事業を始めている。平成 16
年、廃園を借り再生活用して始めた「地産地消型み
かんオーナー制度」だ。「地元の里山の景色をみんな
で育てみんなで守る」ことが目的で、草取りを兼ねた交
流会や収穫祭には多くのオーナーが集まる。1 本 1 万
6000 円は決して安くはないが、スタート当初 30 組だった
オーナーは現在 60 組に増加。リピート率は 95％に達し

ている。
　農産物の生産・販売だけでなく、農業を通じてさまざ
まな“つながり”を紡いでいく河合さんの熱心な消費者
サポーターになった名古屋市の山田理世さんは、「私に
とって河合さんは、社会とのつながりを広げるロールモデ
ルのような存在」と話す。海外在住経験が長く、日本
社会での個人の孤立を痛感してきた山田さんは、子ども
を対象としたコミュニケーション講座を主宰している。社
会のつながりを再生する意味で「このレモンには教材と
しての力もある」（山田さん）。
　農業者の高齢化は豊橋市も例外ではないが、まだま
だ若く意欲的な農業者がおり、多様な品目が生産されて
いる。「レベルの高い農業者がこれだけいる地域。生産
者と消費者が一体となって地域農業を盛り上げ、フラン
スの国際農業祭のように農業と食で人を呼べる地域にし
ていきたい」と河合さんの夢は、さらに広がっている。

大杉 立 委員長

審査講評

　河合浩樹氏は、“つながる”農業をモットーに無農薬レモン
栽培の他、異業種との連携プロジェクト、ミカンのオーナー制
度などさまざまな取り組みを企画し、その中心となって地域活
性化に取り組んでいる。
　評価された第1点は、自然とつながる、という観点でのレモ
ンの無農薬栽培である。花芽を多くするための根域制限、土
着テントウムシによる害虫防除などの高い技術で皮ごと食べ
られる国産無農薬レモンを生産し、輸入レモンとの差別化を
図っている。
　第2点は、異業種とつながるための「初恋レモンプロジェク
ト」である。河合氏は無農薬レモンの普及、名産品による地
域の活性化などを目指し、商工業者と連携して本プロジェク
トを立ち上げた。これまで、15社と連携して「初恋レモンレモ
ネード」「初恋レモン餃子」などを開発・販売し、ホテルのレスト
ランではレモンづくしのランチを提供している。
　第3点は、消費者、地域住民とつながる取り組みとしてのミ
カンオーナー制度である。地域の高齢化などで廃園になった
ミカン畑を借り受けて、豊橋市住民（250人）に農作業や収
穫作業などを行ってもらっている。「ミカン新聞」で畑の生態
系、ミカンの生育状況などを発信し、環境保全型農業に役立
つ植物を残す除草体験を行うなど、地域農業への理解を深
めている。95％がリピーターになるなど市民の評判も良い。
　このような河合氏の個性的で多様な取り組みは、農商工
連携や地域住民との交流を通じた地域活性化の先進的モ
デルとして高く評価できる。

「豊橋百儂人」で
地域農業者とつながる

【河合果樹園「つながる農業」概念図】

生産者と消費者が一体となった持続可能な地域農業の環境創出

河合果樹園

環境保全型農業
無農薬レモン栽培
直売･六次産業化

初恋レモン
プロジェクト

飲食･加工業者15社
商品開発･販売
情報発信

地産地消型
みかんオーナー制度

消費者オーナー60組
援農・交流

豊橋百儂人

市内農業者17人
サポーター57人
地域農業の発信

多くの人でにぎわう百儂人まつり

収穫祭を楽しむみかんオーナーら

豊橋百儂人のポスター

消費者・生産者が一体で
地域農業を支える街を目指す
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Runners of Japanese Agriculture特別賞

　「作小屋」とは、自宅から離れた農地・林地での作業
のために建てる作業小屋のこと。山村の米良地方特有の
風習だ。その作小屋を再現したレストラン建設までには「19
年間の前史があるのです」と、小川作小屋村運営協議
会会長の上米良秀俊さん（66）は振り返る。
　昭和 30 年代に人口約 650 人だった小川地区は、高度
成長期以降、薪炭業・林業の衰退、さらに中国産流入に
よるシイタケ相場低迷などで基幹産業を失い、過疎高齢
化の進行に歯止めがかからない状態が続いていた。

つよりは、やるだけやってみよう」。リーダーの一声に、地
区住民も意思を固めた。
　やると決めたら、地区住民の団結と行動は早かった。
平成 19 年に準備委員会が発足し、「総務企画」「商品
生産加工」「イベント」「景観施設」の4部会を設置して
検討作業を開始。村の地区担当職員の支援も得て、視
察研修、勉強会、会議など、2年間で延べ 100 回近くの
会合を重ね、計画を煮詰めた。
　施設の屋根を覆うカヤの刈り取り作業は住民協同で実
施。高齢者は、屋根をカヤで覆うのに使うロープ作りを担
うなど、まさに地域総出の取り組みになった。また、福島
市内の花見山を視察に行き、「きれいな場所には人が来る」
（濱砂さん）と痛感。そこで、環境部会メンバーを中心
に地権者 66 戸の同意をまとめ、林地 1.3haに桜やコブシ、
クチナシなどこれまでに約9000本を植栽。「おがわ花見山」
を創出するなど周辺の景観づくりにも力を入れた。

　平成 21 年 2月、準備委員会を運営協議会に改組して
体制を整え、10月におがわ作小屋村がオープン。半年で
約 1万 8000 人が訪れるなど、驚くほどの反響に地元が
沸いた。
　最大の魅力は、地元女性たちが地元食材にこだわって
調理する郷土料理。中でも、16 種類の料理を小皿に並
べて提供する月替わりの「おがわ四季御膳」は、多いと
きには1日150 食以上の注文がある人気商品になった。
ユズ、シイタケ、鹿肉、こんにゃく、柿、栗、山菜など限
られた食材を使いこなした彩り豊かなお膳だ。
　メニューの土台になったのは、2年前に作成した郷土料
理集。山菜まつりで提供する料理が人気を得ていたことも
女性たちの自信を後押しした。何より、女性たちの明るさ
と人懐っこさが多くのリピーターを生んだ。
　レストランでの地元食材の消費急増は、地域農業の活
性化にも波及した。運営協議会・景観づくり運営部門長
の上米良文吉さんは、遊休地を借りて米生産を拡大し、
天日干し米をレストランに提供。畑での山菜栽培やレストラ
ン用野菜の生産も増え、平成 17 年度まで減少し続けて
いた農家戸数と耕地面積が増加に転じた。

　転機は平成 12 年、村から提案を受けて始めた「山菜
まつり」だ。当初は「こんな山奥に人が集まるのか」と
半信半疑だったが、1000 人以上が押し寄せる予想を超え
る大盛況。毎年の恒例イベントに発展し、「これが自信に
つながりました」（上米良さん）。
　平成 17 年、今度は「常設交流拠点として作小屋村の
運営をしてほしい」と村に持ちかけられ、自治公民館（住
民組織）で話し合いが始まった。当時、地区人口は107人、
高齢化率は70％。集落維持さえ厳しさを増していた。地
域を守りたいという切実な思いと、「運営なんて無理だ」と
いう不安が交錯する中、最後は自治公民館長だった濱砂
幸徳さんが腹をくくり、住民に呼びかけた。「座して死を待

　現在、厨房の女性スタッフは8人。平均年齢は73歳で、
忙しい厨房作業は決して楽ではないが、「何よりも稼げるこ
とが一番の活性化の効果」と82 歳の上米良寿恵さんは
笑う。

　おがわ作小屋村による地域活性化は、若者の帰郷や
移住も生んだ。Uターン第 1号は、現在、運営協議会事
務局長の上米良省吾さん。県内の高齢者施設に勤務し
ていたが、作小屋村の開業翌年に帰郷した。「いずれは
帰りたいと思っていたら、レストランができた。これが決め
手になった」と話す。さらに、村が造成したユズ団地へ
の就農者、JAが産地化を進めるカラーピーマンでの就農
を目指す研修生、村役場職員、森林組合職員など、こ
の10 年でU・Iターン者は20 人を超え、開業以前 70％
を超えていた高齢化率は、59％まで低下した。
　5年前には、夫婦でＩターンした花井巌章さんが、おが
わ作小屋村職員として厨房スタッフに加わり、高齢女性た
ちの技術と味の継承者として期待されている。
　現在、花見山に続き、「もみじ山」づくりにも着手。山
の管理や地区内の環境整備は、今も地域住民のボランティ
アが行うなど、自治公民館と一体となった取り組みが続い
ている。
　平成 21 年からは、月明かりとかがり火で無形文化財指
定の神楽を住民たちが舞う「月の神楽」を、秋の新たな
イベントとして始めた。地域資源の魅力を引き出し、「背
伸びしない身の丈のおもてなし」につなげる取り組みは、
さらに広がりを見せている。

人口100人の集落に年間観光客2万人

地域の魅力を引き出し
地産地消型レストランを核に
農・食・文化を発信

地域ぐるみで建設・運営する
「おがわ作小屋村」

「作小屋村」を核に
地域の農と食をつなぐ

宮崎県西部に位置する林野率 96％、経
営耕地面積約 50haの山村。昭和 30 年
は人口約 6000人だったが、林業・薪炭
業の衰退などで現在は約1100人と県内自
治体で最少。平成10年、「西米良型ワー
キングホリデー制度」を創設し、都市農村
交流に着手。行政は、村内８地区に担当

宮崎県西米良村

宮崎県

　宮崎県西米良村小川地区に「おがわ作小屋村」
がオープンしたのは平成 21 年。山深い“秘境”とい
う立地条件、山村ならではの食材で地元女性たちが
作る郷土料理、「花見山」や「もみじ山」が織りな
す四季の風景、伝統芸能の神楽など、地域資源を
生かした取り組みが多くの交流人口とＵ・Ｉターン者を
生んでいる。目指すは「平成の桃源郷」だ。

宮崎県西米良村

会長 上米良 秀俊さん

かんめら ひでとし

小川作小屋村運営協議会

職員を配置し、各地区の特徴を生かした「米
良の庄づくり」を支援している。

レストラン・直売所を兼ねた「おがわ作小
屋村」

彩
り
も
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し
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わ
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膳
」

【作小屋村と自治公民館の連携図】
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地区住民で創出した「おがわ花見山」

Ｕ・Ｉターン者が20人を突破


